
（別添） －

【費用対効果の算定内容】
１．費用対効果の算定根拠

２．事業全体の投資効率性

(1)道路整備に要する費用（便益を算出する事業延長Ｌ＝ ｋｍ）
○C：総費用＝ 百万円
○総費用算出根拠

（単位：百万円）

(2)道路整備による便益
○B：総便益＝ 百万円 B'：修正総便益＝ 百万円
○総便益算出根拠

（単位：百万円）

３．残事業の投資効率性

(1)道路整備に要する費用（便益を算出する事業延長Ｌ＝ ｋｍ）
○C1：総費用＝ 百万円
○総費用算出根拠

（単位：百万円）

(2)道路整備による便益
○B1：総便益＝ 百万円 B1'：修正総便益 百万円
○総便益算出根拠

（単位：百万円）

【費用対効果分析の結果】
（事業全体）
　費用便益比 Ｂ／Ｃ（再評価時点・事業全体）＝ ／ ＝
　修正費用便益比 Ｂ'／Ｃ（再評価時点・事業全体）＝ ／ ＝
（残事業）
　費用便益比 Ｂ1／Ｃ1（再評価時点・残事業）＝ ／ ＝
　修正費用便益比 Ｂ1'／Ｃ1（再評価時点・残事業）＝ ／ ＝

整理番号 H25 4
《費用対効果分析説明資料》

事業名 道路改築事業（県道改築事業） 地区名等 常海橋銀線（上常海橋～福舘）

　算定の考え方は「公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針（平成20年6月国土交通省」による。また、具体
の算定手法については、「費用便益分析マニュアル（平成20年11月　国土交通省道路局　都市・地域整備局）」及び
「道路事業における県独自の費用便益分析実施要綱（平成２２年３月　青森県）」によった。
　本マニュアルにおいては、社会的余剰を便益（Ｂ）とし、整備に係る総費用及び維持修繕費を現在価値に割り引い
たものを費用（Ｃ）として評価するものである。
　再評価においては、技術指針の考え方により、「事業全体の投資効率性」と、再評価時点までに発生した既投資分
のコストや既発現便益を除いた「残事業の投資効率性」の両者にによる評価をするものとした。

1.40
1,859

　道路整備に要する費用から消費税及び用地取得に要する費用を除いたものに、供用後50年間の維持管理費
を加えたものを現在価値化したもの。

費用区分 事業費 用地費 維持修繕費 総費用
単純合計 1,866 202 220 1,884
現在価値 1,799 24 84 1,859

1,735 2,615

　道路整備によりもたらされる社会的余剰として、整備後50年間、各項目について整備があった場合の費用から
整備がなかった場合の費用を除いた額を便益として、それぞれ現在価値化したものの合計。

便益区分 時間短縮 走行費用減少 交通事故減少 冬期 防災
初年便益 41 3 0

総便益 地域修正係数 修正総便益

現在価値 743 47 3 199
44

1.40
436

　道路整備に要する費用から消費税及び用地取得に要する費用を除いたものに、供用後50年間の維持管理費
を加えたものを現在価値化したもの。

2,6151,735 1.507743

費用区分 事業費 用地費 維持修繕費 総費用
単純合計 425 0 96 521
現在価値 412 0 24 436

1,735 2,615

　道路整備によりもたらされる社会的余剰として、整備後50年間、各項目について整備があった場合の費用から
整備がなかった場合の費用を除いた額を便益として、それぞれ現在価値化したものの合計。

便益区分 時間短縮 走行費用減少 交通事故減少 冬期 防災 総便益 地域修正係数 総便益
初年便益 41 3 0 44
現在価値 743 47 3 199 743 2,615

1,735百万円 1,859百万円 0.93

1,735 1.507

2,615百万円 436百万円 6.00

2,615百万円 1,859百万円 1.41

1,735百万円 436百万円 3.98



（1／2）

チェック欄 環　境　配　慮　指　針
具体的な
内容

１　土地・植生の改変（造成、敷地整備）段階での環境配慮

（３）水系や水辺の変更に係る環境配慮

□ ・

□ ・

□ ・

□ ・

□ ・

□ ・

□ ・

□ ・

□ ・

瀬や淵、落水、河川敷など、多様な河川環境を持つ水環境の再生や創出に努め、魚類などの野生生物の生
息・生育環境の保全と創造に努める。

堰や堤防、落差工などの設置により河川流路を遮断する場合は、魚類などの水生生物の遡上や移動を妨げな
いよう魚道の設置などに努める。

水辺の自然環境の分断防止に努め、連続性の確保と創出に配慮する。

水辺の自然環境や緑地の保全と浄化機能の向上、流水や落水の有する水質浄化機能などの保全に努める。

尾根筋などの分水界や源流域の改変はできるだけ避け、改変する場合でも、極力自然地形を生かすように配
慮する。

河道の変更や新水路の設置を行う場合には、下流での流況や自然環境への影響に配慮する。

地域の水循環を保全するため、河道からの地下浸透機能や伏流水の確保及び保全に適切に配慮した護岸や河
床の整備に努める。

第四次青森県環境計画

開発事業等における環境配慮指針チェック表

（土地の改変などの敷地整備や建築・建設段階）

（事業名：県道改築事業）　（地区名等：常海橋銀線　上常海橋～福舘工区）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

伏流水等の流動や自然排水など自然状態での水循環の保全や用水の確保等に努める。

道路等の整備に当たっては、トンネル化やオープンカットなどに伴う伏流水や地下水の保全と流路の分断防
止に努める。

・
橋梁部の河川護岸については、河川環境に配慮した景観タイブのコンクリ－トブロックを
使用する。

□ ・

□ ・

□ ・

□ ・

□ ・

（５）敷地整備段階での重機の使用に係る環境配慮

・ 工事車両の整備を適切に実施し、騒音・振動を抑制する。排ガス適合車を採用する。

・ 工事車両の整備を適切に実施し、騒音・振動を抑制する。排ガス適合車を採用する。

・ 土砂運搬の際に、土ぼこりが想定される場合はシ－ト被覆等の対策を講じる。

植生の伐採、地形や地盤の改変などを行う場合の重機の使用に伴う排ガスや騒音・振動が周辺の生活環境や
野生動物の生息環境に及ぼす影響の防止に努める。

低騒音・防振機器の活用、遮音壁などの設置、野生動物の繁殖時期における重機の使用抑制などに努める。

重機による地形改変などを行う場合は、適切な散水などにより土ぼこりの発生防止に努める。

多様な湖岸環境の保全と創出、中洲や浮島などの造成により、水辺の自然環境の向上や水質浄化などに努め
る。

埋立てなどの水面開発や養殖施設の設置などを行う場合は、水質汚濁の防止に配慮し、地域の良好な水辺景
観の保全に配慮する。

大規模施設などの建築に当たっては、水辺からの景観に十分配慮した建築物の配置やデザインなどの工夫に
努める。

地域の自然や河川環境に適した多自然川づくりなどにより、身近に自然とふれあえる場の確保に努めるとと
もに、橋梁などの設置に当たっては、地域の景観に配慮する。

ダムなどの大規模な水面を持った池や湖沼を造成する場合には、流量や水質、河川の水温や周辺気温の変
化、土砂の流出など、地域の自然環境への影響に配慮する。

水位の変動に伴う湖岸の侵食、表土の露出など、生態系や自然景観への影響に配慮する。



（2／2）

チェック欄 環　境　配　慮　指　針
具体的な
内容

（事業名：県道改築事業）　（地区名等：常海橋銀線　上常海橋～福舘工区）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（６）土砂等の搬出・搬入に係る環境配慮

・ 切土による発生土を、工区内の盛土に流用する。

□ ・

□ ・

（７）廃棄物処理等への配慮

□ ・

・ 工事に伴い発生する廃材は、建設廃棄物再資源化施設等に搬入し、処理する。

表土や植物を他地域へ搬出する場合は、搬入地での生態系への影響に十分配慮する。

搬入する土砂などに含まれる土壌汚染物質の有無を確認するなど、改変地域及び周辺地域の地下水や土壌へ
の影響の防止に努める。

地形改変等に伴って発生する抜根などは適正に処理する。

建築物等の解体に伴う建設廃材などはできるだけリサイクルに努め、リサイクルできない廃棄物は適正に処
理する。

土地の改変などを行う場合は、地域内から地域外への土砂の搬出入の抑制に努める。



[全体計画図]

(1)事業実施個所位置図

(2)詳細位置図
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(3)全体計画平面図

[構造図]

○標準横断図
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[現道の交通状況]
①

②

③

　人家連担部において、幅員狭
小、急カーブ、路肩への堆雪等
により見通しが悪く危険な状
況。

 幅員狭小のため２車線確保さ
れておらず、大型バスがほぼ全
幅員を使用して走行している状
況。

　幅員狭小のため（堆雪幅がな
いため）、乗用車同士のすれ違
い時においても危険な状況と
なっている。
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